室戸市出会いのきっかけづくり応援事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、室戸市補助金交付規則（平成１３年規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるほかものの、室戸市出会いのきっかけづくり応援事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。

（補助目的及び補助事業者）
第２条　市は、少子化の一因である未婚化・晩婚化対策を進めるため、市長が適当と認める市内の民間団体等（以下「補助事業者」という。）が実施する独身者向けの出会いイベント（以下「補助事業」という。）に要する経費に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。

（補助対象事業）
第３条　対象事業は、次の各号の何れにも該当する事業とする。

（１）結婚を望む独身男女が参加・交流し、その後の交際に繋がる出会いの場を提供する事業であること。
（２）参加者は、20人以上で構成され、市内在住者の比率が参加者全体の半数以上であること。ただし、やむを得ない理由があると認める場合は、この限りでない。

２　前項の規定にかかわらず、他の補助制度の対象となる事業については補助しない。　
(暴力団等の排除)
第４条　市長は、補助金の交付申請者が室戸市の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則(平成２５年規則第３１号)第２条第２項第５号に規定する排除措置対象者(以下「排除措置対象者」という。)に該当すると認めるときは、補助金の交付を行わないものとする。
２　市長は、補助事業者等が排除措置対象者に該当すると認めたときは、当該排除措置対象者に係る補助金等の交付の決定を取り消すことができる。この場合において、市長は、補助事業者等がすでに補助金の全部又は一部を受領済であるときは、期限を定めてその返還をさせるものとする。
（補助対象経費、補助率、補助限度額等）

第５条　補助対象経費、補助率、補助限度額等は、別表に定めるとおりとする。

（補助金の交付の申請）

第６条　補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書（別記様式第１号）による補助金交付申請書を市長に提出しなければならない。

（補助金の交付の決定）

第７条　市長は、前条の規定による補助金の交付の申請が適当であると認めたときは、補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により、当該補助事業者に通知するものとする。この場合において、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、補助金の申請に係る事項に修正を加えて補助金の交付の決定をすることができる。

（補助の条件）

第８条　補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１）補助金に係る規則及びこの要綱の規定に従うこと。

（２）補助事業に関する収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出に関する証拠書類とともに補助事業の終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならないこと。

（３）補助金を当該事業の目的以外の用途に使用してはならないこと。

（４）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告して、その指示を受けなければならないこと。

２　前項の規定に違反した場合のほか、補助事業者が補助事業に関して補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件若しくはこの要綱の規定若しくはこれに基づく市の処分に違反したときは、市長は、補助金の交付の決定の全部又は一部を補助金の確定があった後においても取り消すことができる。

（補助事業の変更）

第９条　補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた補助事業について、次の各号に掲げるいずれかの事項に該当する場合は、補助金変更申請書（別記様式第３号）により速やかに市長に補助事業の変更の承認を受けなければならない。

（１）補助事業の重要な部分の変更、中止又は廃止

（２）補助対象経費総額の30パーセントを超える減

２　市長は、前項の規定による承認申請があったときは、その内容を審査し、適当であると認めたときは、補助金の交付の変更決定をし、当該補助事業者に通知するものとする。

（補助金の交付）

第１０条　補助金の交付は、原則として精算払とする。ただし、市長が必要があると認めたときは、概算払をすることができる。

２　補助事業者は、補助金の請求をしようとするときは、補助金交付請求書（別記様式第４号）により請求しなければならない。

（実績報告）

第１１ 条　補助事業者は、補助事業が完了した場合は、実績報告書（別記様式第５号）により補助事業の完了の日、若しくは中止、若しくは廃止の承認を受けた日から起算して30日を経過した日、又は補助事業実施年度の３月３１日のいずれか早い期日までに提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第１２条　市長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、当該実績報告書等の書類審査を行った上、補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の通知内容に適合すると認められた場合は、補助金交付指令書（別記様式第６号）により交付すべき補助金額を確定する。

２　市長は、第９条に規定する概算払を行う必要があると認めるときは、補助事業等の完了前に補助金概算交付指令書（別記様式第７号）により補助金の全部又は一部の交付を通知することができる。この場合において、市長は、補助事業等が申請されたとおりに完了したことを確認した後、交付すべき補助金の額を確定し、補助金確定交付指令書兼超過額返還通知書（別記様式第８号）により通知するものとする。
（補助事業の遂行状況の報告及び調査）

第１３条　市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対して、補助事業の遂行状況の報告を求め、又は必要な調査を行うことができる。

（情報の開示）

第１４条　補助事業又は補助事業者に関して、室戸市情報公開条例（平成２年室戸市条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、原則として開示するものとする。

（個人情報の保護）

第１５条　補助事業者は、補助事業の実施に当たって知り得た個人情報は、補助事業者の責任の下で厳重に管理し、本人の承諾を得ずに他の目的に利用してはならない。

２　補助事業者は、個人情報の保護については、個人情報の保護に関する法律及び室戸市個人情報保護条例（平成13 年室戸市条例第22 号）に規定する内容を遵守しなければならない。

（委任）

第１６条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則
この要綱は、公布の日から施行し、平成２７年度の補助金から適用する。
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